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１　募集の趣旨

　　平成15年９月に施行された地方自治法（昭和22年法律第67号）一部改正により、「公

　の施設」の管理については、民間の能力を活用することにより、住民サービスの向上と経

　費の削減を図り、多様化する住民ニーズに効果的・効率的に対応していくことを目的と

　して指定管理者制度が創設されました。

　　会津若松市では、会津若松市文化センター、會津風雅堂及び会津能楽堂の文化施設につ

　いて設置し、市民の文化活動の拠点として運用し、文化の振興を図ってまいりました。

　　これらの施設の管理及び事業の実施を効果的かつ効率的なものとし、顧客満足度の更

　なる向上を図り、もって設置目的の達成に資するため、地方自治法第244条の２第３項、

　会津若松市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例（平成17年会津若松市条例

　第10号）並びに会津若松市文化センター条例（平成14年会津若松市条例第35号）、會津

　風雅堂条例（平成５年会津若松市条例第20号）及び会津能楽堂条例（平成21年会津若

　松市条例23号）の規定に基づき、令和８年４月から会津若松市文化センター、會津風雅

　堂及び会津能楽堂の管理運営及び事業の実施を行う指定管理者を次のとおり募集します。

　　設置目的の達成にむけ、施設の管理運営のみならず、創意工夫のある事業の提案をお願

　いします。

２　募集の概要

　⑴　施設名称及び所在地

　　①　名　称　会津若松市文化センター（以下「文化センター」という。）

　　　　所在地　会津若松市城東町14番 52号

　　②　名　称　會津風雅堂（以下「風雅堂」という。）

　　　　所在地　会津若松市城東町12番１号

　　③　名　称　会津能楽堂（以下「能楽堂」という。）

　　　　所在地　会津若松市城東町14番 52号

　⑵　管理条件

　　　文化センター、風雅堂及び能楽堂を一括で管理運営できることを条件とします。

　⑶　指定期間

　　　令和８年４月１日から令和12年３月31日まで（４年間）

　　　ただし、施設の管理を継続することが適当でないと認めるときは、地方自治法第244

　　条の２第11項の規定により指定の取消し等をする場合があります。

　⑷　指定管理者の募集方法及び選定方法

　　　公募による募集とし、提案書類の内容を審査して応募者の順位付けを行い、指定管理

　　者候補者を選定します。

　⑸　選定委員会の設置

　　　「会津若松市文化施設指定管理者候補者選定委員会」（以下「選定委員会」という。）
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　　を設置し、審査基準に基づいて提案書類の審査及びヒアリング等を行い、指定管理者候

　　補者の選定を行います。

　⑹　選定結果等の通知及び公表

　　　指定管理者候補者の選定結果は、提案書類を提出した応募者に対して速やかに通知

　　するとともに、市のホームページへの掲載等により公表します。

　⑺　協定の締結

　　　指定管理者候補者選定後、当該候補者と細目協議を行い、協議成立後、仮協定を締結

　　します。当該仮協定は、議会の議決を経て当該候補者が指定管理者として指定されるこ

　　とをもって、本協定とみなします。

３　施設の概要と機能

　⑴　概要

施設名称 文化センター 風雅堂 能楽堂

所在地 会津若松市城東町14番 52

号

会津若松市城東町 12 番

１号

会津若松市城東町 14

番 52号

施設構造

・規模

鉄筋コンクリート３階建 鉄骨・鉄筋コンクリート

地上５階地下１階建

木造平屋建

施設面積 敷地面積 7,458.63㎡(※１)

延床面積 2,730.77㎡

敷地面積  15,002.99㎡

延床面積  7,306.66㎡

敷地面積　1,132.17㎡

延床面積　　238.47㎡

施設内容 ホール（456 席）、楽屋

（２室）、リハーサル室、

展示室兼会議室、特設展示

場、音楽練習室（２室）、

美術実習室（２室）、練習

室、倉庫（２室）

ホール（1,758席）、楽屋

（８室）、リハーサル室、

会議室２室

研修室

能舞台一式

開館年月 昭和53年 11月 平成６年６月 平成21年 10月

　※１　文化センターは、会津若松市勤労青少年ホーム及び会津若松市老人福祉センター

　　　との複合施設であるため、その合計面積とする。

　⑵　機能

　　①　文化センターの機能

　　　小ホールである文化ホールは演劇・音楽等の舞台公演や各種文化団体の成果発表等

　　に、また、特設展示場や展示室兼会議室はさまざまな展示会開催に、さらに、各練習室・

　　実習室は日頃の文化活動に、それぞれ対応しており、多様な利用に適した機能を備えて

　　いる。

　また、会津若松市勤労青少年ホーム及び会津若松市老人福祉センターとの複合施設
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であるため、地域のコミュニケーションスペースとして、幅広い市民活動の活性化を図

っていく。

　　②　風雅堂の機能

　　　客席可変方式により、大ホール、中ホールに対応できる多目的ホールとして、中央の

　　著名な演劇・音楽等の舞台公演をはじめとした、さまざまなイベントに対応できる設

　　備を備えている。

　　　また、高度な芸術文化の鑑賞の場にとどまることなく、豊富な文化情報の提供や文化

　　活動の交流を促進し、新たな地域文化の創造を図っていく。

　　③　能楽堂の機能

　　　能舞台と研修室を備えた研修施設である。

　　　能に限らず様々な文化活動に利用可能であるため、伝統芸能を始め、幅広い市民文化

　　活動の活性化を図っていく。

４　指定管理者が行う業務の範囲

　⑴　指定管理者が行う業務

　　　指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとします。なお、業務の詳細については、別

　　添「会津若松市文化施設指定管理業務仕様書」を参照してください。

　　ア　文化事業に関する業務

　　　①　芸術文化活動の場と機会の提供

　　　②　芸術文化事業の企画及び実施

　　　③　芸術文化活動の育成

　　　④　芸術文化の情報提供

　　　⑤　その他施設の設置目的を達成するための事業の実施

　　イ　施設の運営に関する業務

　　　①　文化活動を中心とした市民活動支援のための施設の提供

　　　②　施設の利用の許可及び利用の制限

　　　③　施設の利用料金の設定及び収受

　　　④　その他施設の運営に関する業務

　　ウ　施設及び設備の維持管理に関する業務

　　　①　保守管理業務

　　　②　環境維持管理業務

　　　③　その他施設及び設備の維持管理に関する業務

　　　④　複合施設管理業務

　　エ　管理運営に関する業務

　　　①　組織及び人員配置

　　　②　事業計画書の作成
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　　　③　事業報告書の作成

　　　④　事業評価事務

　　　⑤　指定期間終了後の引継業務

　　　⑥　管理運営業務等以外の収益事業等の実施

　　オ　その他の業務及び留意事項

　⑵　業務内容の変更

　　　⑴の指定管理者が行う業務について、市が変更すべきと判断したときは、指定管理者

　　との協議により業務内容の変更ができるものとします。　

５　指定管理者が行う管理の基準

　　指定管理者は、次に掲げる基本的事項に基づき、施設の適切な管理を行ってください。

　⑴　開館時間

　　　文化センター及び能楽堂は、午前９時から午後９時まで（文化センターは平成18年

　　度からは、指定管理者の提案により午後10時まで開館）を、風雅堂は、午前９時から午

　　後10時までを標準とします。ただし、応募において、新たな提案も可能です。

　⑵　休館日

　　　次に掲げる現行の休館日を標準とします。ただし、応募において、新たな提案も可能

　　です。

　　ア　月曜日（その日が国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する

　　　休日に当たるときは、その日後において、その日に最も近い休日でない日）

　　イ　１月１日から１月３日まで及び12月 29日から12月 31日まで

　⑶　法令等の遵守

　　　地方自治法、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）その他関係法令、

　　会津若松市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例、会津若松市文化センタ

　　ー条例、會津風雅堂条例、会津能楽堂条例、会津若松市暴力団排除条例（平成24年会津

　　若松市条例第４号）、協定書、仕様書等を遵守してください。

　⑷　環境への配慮

　　　施設の管理にあたっては、電気、ガス等エネルギーの使用量の削減、廃棄物の発生抑

　　制、環境負荷の低減に資する物品調達等の環境への配慮を行ってください。

　　　なお、市では「地球温暖化対策推進実行計画」により地球温暖化対策に取り組んでお

　　り、電気、ガス、ガソリン等、紙、水に係る使用実績等について、定期的に市に報告し

　　ていただくことになります。

　⑸　情報の公開

　　　施設の運営管理にあたっては、会津若松市情報公開条例（平成15年会津若松市条例

　　第１号）第24条第１項の規定に基づき、運営管理に係る情報の公開に関し、必要な措

　　置を講じてください。
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　⑹　個人情報の保護

　　　指定管理者は、個人情報の保護に関する法律第66条第２項第２号の規定に基づき個

　　人情報が適切に保護されるよう配慮するとともに、施設の管理に関し、知り得た秘密を

　　漏らし、又は管理以外の目的に使用してはなりません。

　⑺　暴力団の排除

　　　施設の管理運営にあたっては、会津若松市暴力団排除条例第５条に規定する暴力団

　　の排除に係る責務の遂行に努めてください。

　⑻　一括再委託の禁止

　　　指定管理者が行う業務を一括して第三者に委託することはできません。ただし、清掃、

　　警備等個別業務については、あらかじめ市長の承認を得た上で、専門の業者（当該業者

　　が、暴力団等（暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

　　法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）、その構成員（暴力団の構成

　　団体の構成員を含む。）若しくは社会的非難関係者（暴力団又は暴力団員と社会的に

　　非難されるべき関係を有する者として福島県暴力団排除条例施行規則（平成23年福島

　　県公安委員会規則第５号）第４条に規定する者をいう。以下同じ。）統制の下にある法

　　人その他の団体をいう。以下同じ。）又は暴力団員若しくは社会的非難関係者である場

　　合を除く。）に委託することができます。

　⑼　事業計画の提出及び事業報告

　　　指定管理者は、次に定めるところにより事業計画書、事業報告書及び事業進捗状況報

　　告書を提出していただきます。

　　ア　各年度の事業計画書

　　　　前年度の２月末までに、各年度における詳細な事業計画書を提出してください。

　　イ　各年度の事業報告書

　　　　毎年５月末までに、前年度分の事業報告書を提出してください。

　　ウ　四半期ごとの事業進捗状況報告書

　　　　四半期ごとに、事業進捗状況報告書を提出してください。

　　エ　その他管理の適正を図るため、市長が必要と認めるときは、臨時に業務又は経理の

　　　状況に関し、報告を求める場合があります。

　⑽　行政財産使用許可

　　　自動販売機等を設置する場合は、あらかじめ市長に対し、行政財産使用許可申請書を

　　提出し、許可を受ける必要があります。また、許可の際には会津若松市行政財産使用料

　　条例（平成２年会津若松市条例第31号）に基づく使用料を市に納めなければなりませ

　　ん。

６　利用料金に関する事項

　⑴　利用料金制度
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　　　地方自治法第244条の２第８項の規定に基づき、利用料金制度を採用します。したが

　　って、施設の利用に係る料金は、指定管理者自らの収入となります。

　⑵　利用料金の額

　　　文化センターの利用料金の額については、会津若松市文化センター条例の定める範

　　囲内において、風雅堂の利用料金の額については會津風雅堂条例の定める範囲内にお

　　いて、能楽堂の利用料金の額については会津能楽堂条例の定める範囲において、あらか

　　じめ市長の承認を経て、指定管理者が決定することとなります。

　⑶　利用料金の減免

　　　利用料金の減免については、市が定める基準にしたがって行っていただくことにな

　　ります。減免の対象及び額については、別添仕様書内の減免基準を参照してください。

７　経費に関する事項

　⑴　指定管理料の上限額

　　　市が指定管理者に支払うこととなる指定管理料の上限額は、次のとおりです。したが

　　って、この上限額を上回る応募は、失格となります。なお、この額には、市が指定管理者

　　に対して支払うこととなる消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）相当額

　　が含まれています。

上限額　833,954　千円　 内訳　令和８年度　　202,609　千円

　　　　　　　　　　　　　　　令和９年度　　206,421　千円

　　　　　　　　　　　　　　　令和10年度   210,393　千円

　　　　　　　　　　　　　　　令和11年度   214,531　千円

　　　※　管理等に係る経費については、指定管理料積算参考資料（別紙１）を参照して

　　　　ください。

　⑵　指定管理料の額

　　　原則として、申請において提案された金額がそのまま指定管理料の額となります。

　⑶　指定管理料の精算

　　　指定管理料は精算しません。

　⑷　指定管理料の増額又は減額

　　　市の求めに応じ、指定管理者が実施する業務を変更した場合及び急激なインフレ等

　　社会経済情勢の大幅な変動があった場合は、指定管理者と市との協議により指定管理

　　料を増額又は減額できるものとします。指定管理者と市との協議が整わない場合は、市

　　が指定管理料の額を決定できることとします。

　⑸　指定管理料の支払い方法

　　　指定管理料の支払いの時期は、原則として各年度分を年４回に分割し、毎年度６、９、

　　12、３月の末日までに口座振り込みにより行うものとします。
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　⑹　会計年度区分

　　　経理は、会計年度（４月１日から翌年３月31日まで）ごとに区分してください。

　⑺　区分会計

　　　指定管理者は、指定管理に係る経理事務の執行に当たっては、自身の団体と独立した

　　会計帳簿書類を設け、区分を明らかにしてください。

　⑻　市が支払う指定管理料に含まれるもの

　　人件費

　　事務費

　　管理費（修繕費、光熱水費、保守管理費等）

　　事業費（文化事業に関する経費）

　⑼　収入として見込まれるもの

　　利用料金

　　事業からの収入

　　外部資金（助成金や協賛金等）

　　その他目的外使用に伴う収入（自動販売機等）

８　指定管理者と会津若松市のリスク管理及び責任分担

　　指定管理者と市とのリスク管理及び責任分担については、原則として次のとおりです。

　　なお、詳細については、指定管理者と市が締結する協定において定めます。

内　　容 指定管理者 会津若松市

利用の許可（目的外使用許可を除く。） 　　○ 　　

利用の許可の取消し又は停止 　　○ 　　

目的外使用の許可 　 　　○

利用料金の収受 　　○

利用料金の減免承認 　○

利用者に係る苦情及びトラブルへの対処（指定管理

者の業務範囲内のもの）

　○

　

利用者に係る苦情及びトラブルへの対処（上記以外

のもの）

　　○

利用者等への損害賠償（施設の管理上の瑕疵による

もの）

　　○

　　　

　　

　　  

利用者等への損害賠償（上記以外のもの） 　　　　協議事項

施設、設備等の維持管理 　　○

施設、設備等の保守点検 　　○

安全衛生管理 　　○
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消耗品の交換 　　○

施設、設備等の修繕（※修繕費50万円未満の事案） 　　○

施設、設備等の修繕（※修繕費50万円以上の事案） 協議事項

施設、設備等の大規模改修 　　○

自然災害（地震、火災等）時の対応 　　○ 　　○

自然災害（地震、火災等）時の災害復旧 　　　　協議事項　

火災保険・施設賠償責任保険の加入 　　○

包括的管理責任（管理の瑕疵を除く。） 　　○

　　※　能楽堂は「50万円」を「10万円」と読み替える。  ※消費税等を含まない。

　　備考　「大規模改修」とは、資産価値の向上又は耐用年数の延長に相当するものをいう。

９　申請資格等

　⑴　申請資格

　　　施設の指定管理者に応募することができる者は、次に掲げる要件のいずれにも該当

　　する法人その他の団体（以下「法人等」という。）とします。

　　ア　会津若松市の区域内に主たる事務所が存すること。　　

　　イ　地方自治法第244条の２第11項の規定による指定の取消しを受けていないこと。

　　ウ　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しない法

　　　人等であること。

　　エ　会社更生法（平成14年法律第154号）、民事再生法（平成11年法律第225号）の

　　　規定により更正又は再生手続をしていない法人等であること。

　　オ　法人等の役員に破産者、法律行為を行う行為を行う能力を有しない者又は拘禁刑

　　　以上の刑に処せられている者がいないこと。

　　カ　暴力団等でないこと。

　　キ　応募書類提出時において、会津若松市が行う建設工事の請負又は物品・役務の提

　　　供若しくは製造の請負の指名競争入札の指名停止措置を受けていない法人等である

　　　こと。

　　ク　申請年度及び申請の前年度において会津若松市税に未納がない法人等であること。

　　ケ　法人等の理事その他の役員に市の特別職及び一般職の職員が就任していないこと。

　⑵　選定対象からの除外

　　　申請者が次の要件に該当する場合は、選定対象から除外します。

　　ア　複数の事業計画書を提出した場合

　　イ　指定管理者候補者の選定に関し自己に有利な取扱いを求めるために働きかけをす

　　　るなど、特定の目的をもって指定管理者候補者の選定委員に個別に接触した場合

　　ウ　提出書類に虚偽又は不正があった場合
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　　エ　提出受付期限までに所定の書類が整わなかった場合

　　オ　その他不正な行為があった場合

　⑶　複数の法人等での共同体による申請

　　　施設のサービス向上又は委託業務の効率的実施を図る上で必要な場合は、複数の法

　　人等で構成する共同体（以下「グループ」という。）による申請が可能です。この場合に

　　おいて次の事項に留意してください。

　　ア　グループの名称を設定し、代表となる法人等を定めること。

　　イ　グループの構成員は、他のグループの構成員となり、又は単独で申請することはで

　　　きないこと。

10　募集及び選定スケジュール

　　　指定管理者の募集及び選定に関しては、次の日程で行う予定です。ただし、ヒアリン

　グ以降の日程については、都合により変更することがありますので、ご了承ください。

　　　応募要項の配布 　令和７年７月16日（水）～令和７年９月17日（水）

　　　現地説明会 　令和７年７月29日（火）　　

　　　質問の受付（１回） 　令和７年７月30日（水）～令和７年８月６日（水）

　　　質問の回答 　令和７年８月12日（火）

　　　質問の受付（２回） 　令和７年８月18日（月）～令和７年８月22日（金）

　　　質問の回答 　令和７年８月29日（金）

　　　応募締め切り 　令和７年９月17日（水）

　　　書類審査 　令和７年９月24日（水）

　　　ヒアリング 　令和７年10月３日（金）　　

　　　選定結果の通知 　令和７年10月中旬

　　　仮協定の締結 　令和７年10月下旬

　　　指定管理者の指定に係る議決　令和７年12月定例会議

　　　指定管理者の指定 　令和８年１月中旬

　　　協定の締結 　令和８年１月中旬

　　　業務開始 　令和８年４月１日

11　現地説明会の開催

　　　市が必要と認めた場合又は申請者の希望があった場合は、次のとおり現地説明会を実

　施します。希望される場合は、令和７年７月24日（木）までに下記申込先に連絡願いま

　す。

　⑴　日　時　　令和７年７月29日（火）　午後２時～午後４時

　⑵　場　所　　会津若松市城東町12番１号　會津風雅堂１階会議室

　⑶　申込先　　会津若松市役所教育委員会文化スポーツ課
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　　　　　　　　TEL　0242(39)1305　FAX　0242(39)1462

12　申請手続き

　⑴　応募要項の配布　

　　ア　配布期間　

　　　令和７年７月16日（水）から同年９月17日（水）までの

　　　午前８時 30分から午後５時 15分まで（土曜日、日曜日、祝日を除く。）

　　イ　配布場所

　　　会津若松市役所教育委員会文化スポーツ課　

　　　〒965-8601　福島県会津若松市東栄町３番46号　市役所本庁舎３階

　　　TEL　0242(39)1305　FAX　0242(39)1462　

　　ウ　郵送を希望する場合

　　　　郵送を希望する場合は、320円分の切手を貼った宛先明記の返信用定形外封筒（角

　　　型２号Ａ４版用）を同封のうえ、配布場所宛に請求してください。

　⑵　提出書類　　

　　　応募に必要な提出書類は、次のとおりです。なお、詳細については、提出書類一覧（別

　　紙２）を参照してください。

　　ア　指定管理者指定申請書（会津若松市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する

　　　条例施行規則第１号様式）　

　　イ　事業計画書（様式１）　

　　ウ　収支計画書（様式２）　

　　エ　法人等概要書（様式３）　　　

　　オ　宣誓書（様式４）

　　カ　指定管理者からの暴力団等の排除に関する誓約書（様式５）

　　キ　定款若しくは寄附行為及び法人登記事項証明書又はこれらに準ずる書類　

　　ク　印鑑証明書

　　ケ　申請の日の属する事業年度の前事業年度における貸借対照表及び損益計算書その

　　　他の当該法人等の財務の状況を明らかにすることができる書類　

　　コ　申請の日の属する事業年度の前事業年度における事業報告書その他の当該法人等

　　　の業務の内容を明らかにすることができる書類

　　　サ　法人等の役員名簿

　　シ　法人税又は所得税並びに消費税等に未納がないことを証明する書類

　　ス　会津若松市税の納税証明書（直近２ヵ年分）

　　セ　申立書（様式６。上記書類のうち該当がないものがある場合のみ提出）

　　ソ　グループにより申請をする場合は、上記の提出書類の他に次の書類を提出してく

　　　ださい。
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　　　①　グループの構成員及び代表法人等を明らかにした書類

　　　②　グループの協定書

　⑶　提出期間

　　　令和７年８月29日（金）から同年９月17日（水）までの

　　　午前８時 30分から午後５時 15分まで（土曜日、日曜日、祝日を除く。）

　⑷　提出先

　　　会津若松市役所教育委員会文化スポーツ課　

　　　〒965-8601　福島県会津若松市東栄町３番46号　市役所本庁舎３階

　　　TEL　0242(39)1305　FAX　0242(39)1462　

　　　電子メールアドレス　bunka@tw.city.aizuwakamatsu.fukushima.jp

　⑸　提出方法

　　　持参又は一般書留若しくは簡易書留郵便による郵送で提出してください。ただし、郵

　　送の場合は令和７年９月17日（水）必着とします。

　⑹　提出部数

　　　提出部数は、添付書類を含め正本１部、副本１部とします。

　⑺　記載事項の変更等

　　　提出済みの事業計画書等の記載事項の変更をする場合は、記載事項変更届（様式７

　　）により、提出期限までに届出をしてください。

　⑻　提出に当たっての留意事項

　　ア　申請に係る経費は、すべて申請者の負担となります。

　　イ　申請書類は、理由の如何にかかわらず、返却しません。

　　ウ　申請書類の著作権は申請者に帰属します。ただし、会津若松市は指定管理者候補者

　　　の選定結果の公表等必要な場合には、申請書類の内容を無償で使用できることとし

　　　ます。

　　エ　申請書類（⑵のク、シ及びスを除く。）は、指定管理候補者の選定後において、公開

　　　することがありますので、あらかじめご了承ください。

　　オ　申請書類に虚偽の記載のあった場合は、失格となります。

13　質問及び回答

　⑴　質問者の資格　

　　　本要項中「９⑴申請資格」を満たす者とします。

　⑵　受付期間　

　　　以下の２回とします。

　　　第１回　令和７年７月30日（水）から令和７年８月６日（水）まで

　　　第２回　令和７年８月18日（月）から令和７年８月22日（金）まで

　　　ただし、持参の場合は、午前８時 30分から午後５時 15分まで（土曜日、日曜日及び
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　　祝日を除く。）

　⑶　受付方法

　　　質問票（様式８）により、上記期間内に問合せ先まで、持参又は郵送、ＦＡＸ若しく

　　は電子メールのいずれかで送付してください。

　⑷　回答方法

　　　回答内容は、市ホームページに掲載します。

14　指定管理者候補者の選定等

　　学識経験者等の委員で構成する選定委員会を設置し、選定基準に基づいて総合的に評

　価し、指定管理者候補者の選定を行います。

　⑴　選定方法

　　　次に掲げる手順により選定します。

　　ア　第１次審査　

　　　　提出された指定管理者指定申請書等の書類を審査し、応募要項に定めた資格・要

　　　件の具備について審査します。

　　イ　第２次審査

　　　　選定委員会において、書類審査のほか、応募者のヒアリングを実施し、応募者の順

　　　位付けを行います。（第１順位の者を指定管理者候補者とします。）

　　　　なお、ヒアリングの詳細については、申請者全員に対し、別途通知いたします。

　⑵　選定基準等　　

　　　選定委員会の審査・採点に当たっては、次の表による選定基準及び配点により行い

　　ます。

選定基準 配　点

１　市民の平等な利用の確保　 　３５点

２　施設の適切な維持管理 　６０点

３　施設の効用の最大限発揮 　４５点

４　施設の管理運営経費の縮減 　３０点

５　管理に必要な人的、物的能力の確保 　３０点

合　計 ２００点

　　※選定基準の詳細については、別添指定管理者候補者審査基準を参照のこと。

　⑶　指定管理者候補者の決定等

　　　選定委員会での選定結果を踏まえ、指定管理者候補者を決定します。

　　　その結果は、応募書類を提出した法人等に書面で通知するとともに、ホームページへ

　　の掲載等により公表します。

　　　なお、採点結果についても、申請者ごとに公表することになります。 
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　⑷　選定対象からの除外

　　　次のいずれかに該当する法人等は、指定管理者候補者の選定の対象から除外されま

　　す。また、指定管理者候補者の決定後に次のいずれかに該当していたことが判明した場

　　合は、当該決定を取り消すことがあります。

　　ア　提出書類に虚偽又は不正があったとき。

　　イ　複数の申請を行い、又は複数の事業計画書を提出したとき。

　　ウ　応募書類の受付期限までに所定の書類が整わなかったとき。

　　エ　指定管理者の選定に関し自己に有利な取扱いを求めるために働きかけをするなど、

　　　特定の目的をもって指定管理者候補者の選定委員に個別に接触したとき。

　　オ　その他不正行為があったとき。　

15　指定管理者の指定及び協定

　⑴　仮協定の締結

　　　市と指定管理者候補者は、文化センター、風雅堂及び能楽堂の業務内容、管理の基準

　　等の細部について協議し、仮協定を締結します。

　⑵　指定管理者の指定

　　　指定管理者の指定は、指定管理者候補者を文化センター、風雅堂及び能楽堂の指定管

　　理者とする旨の議案を令和７年12月定例会議に提出し、その議決を経て行います。

　　　なお、議会が議決しなかった場合及び否決した場合においても、指定管理者候補者が

　　支出した費用、提供したノウハウの対価等については、一切補償いたしませんのでご了

　　承ください。

　⑶　本協定

　　　協定では、次に掲げる事項について定めることを予定しています。

　　　なお、指定管理者の指定の日に、仮協定の内容をもって、本協定（指定期間全体の基

　　本協定）が締結されたものとみなします。

　　ア　指定期間（令和８年４月１日から令和12年３月31日まで）

　　イ　利用許可及び利用の制限に関する事項

　　ウ　利用料金及びその減免に関する事項

　　エ　個人情報の保護に関する事項

　　オ　暴力団等の排除に関する事項

　　カ　開館時間、休館日等に関する事項

　　キ　指定の取消し等に関する事項

　　ク　リスク管理、責任分担等に関する事項

　　ケ　モニタリング及び事業評価に関する事項

　　コ　事業の引継ぎに関する事項

　　サ　その他市長が必要と認める事項
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　⑷　年度協定　（※必要な場合）

　　　年度ごとに次に掲げる事項について年度協定の締結を予定しています。

　　ア　当該年度の事業の実施に関する事項

　　イ　指定管理料の支払いに関する事項

　　ウ　事業報告に関する事項

　　エ　当該年度に係るリスク管理、責任分担等に関する事項

　　オ　その他市長が必要と認める事項

16　事業の実施が困難となった場合の措置

　⑴　指定管理者の業務の開始前までの措置

　　　指定管理者又は指定管理者候補者が次の事項に該当した場合は、指定管理者候補者

　　の決定又は指定管理者の指定を取り消すこととします。

　　　なお、取消しとなった場合は、選定委員会の選定における次順位者を、新たな指定管

　　理者候補者とします。

　　ア　会津若松市議会により指定の議案が否決されたとき。

　　イ　提出した書類に虚偽の記載があることが判明したとき。

　　ウ　正当な理由なく協定の締結に応じないとき。

　　エ　地方自治法施行令第167条の４の規定のいずれかに該当することとなったとき。

　　オ　資金事情の悪化等により事業の履行が確実でないと認められるとき。

　　カ　著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認めら

　　　れるとき。

　⑵　指定管理者の業務開始後の措置

　　ア　指定管理者が暴力団等であることが判明した場合又は指定管理者の責めに帰すべ

　　　き事由により業務の継続が困難になった場合は、市は、地方自治法第244条の２第11

　　　項の規定により、指定管理者の指定を取り消すことがあります。その場合において、

　　　市に損害が生じた場合は、指定の取消しを受けた指定管理者が賠償の責を負うこと

　　　となります。

　　イ　不可抗力その他市及び指定管理者双方の責めに帰すことのできない事由により、

　　　業務の継続が困難になった場合には、市と指定管理者との協議を経て、指定を取り消

　　　すこととなります。

17　原状回復及び事務引継ぎ

　　指定管理者は、指定期間が満了したとき（継続して指定管理者に指定された場合を除

　く。）又は指定が取り消されたときは、速やかに原状回復して市に施設、設備、備品、管理

　に必要なデータ等を引き渡すとともに、市又は新たな指定管理者と十分な事務引継ぎを

　行わなければなりません。
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18　災害時の対応

　⑴　災害時対応への協力

　　　指定管理者は、災害時において市が行う災害時対応に協力するものとします。

　⑵　災害時対応に係る費用負担

　　　指定管理者が、市の要請に基づき協力業務を実施した場合、当該業務に要した費用

　　（災害救助法（昭和22年法律第118号）に規定する範囲とする。）及び施設運営収入

　　の減収分を市が負担するものとし、指定管理者による当該費用等の請求時期は指定管

　　理者と市との協議により定めます。

19　その他

　⑴　継続雇用について

　　　安定した施設管理及び市民サービスの提供に資する観点から、現在の指定管理者に

　　雇用され、文化センター、風雅堂及び能楽堂の管理運営に従事する職員のうち、次期指

　　定管理者となる団体に継続して雇用されることを希望する者について、引き続き雇用

　　するよう配慮願います。

　⑵　人的警備及び清掃業務委託の発注に係る契約手続について

　　　地元業者の更なる育成及び契約事務手続のより一層の公平性・透明性を図る観点か

　　ら、第三者への上記業務委託の発注に係る契約手続きにおいて、次の事項について配慮

　　願います。

　　ア　業者間の競争におけるダンピングを防止すること。

　　イ　予定価格の設定においては、可能な限り、複数業者から参考見積りを徴し、その平

　　　均額により積算する等の手法を検討すること。

　　ウ　契約の相手方の決定方法について、入札又は複数者による見積り合わせ等により、

　　　一定の競争性を確保すること。

　　エ　発注に当たっては、可能な限り、市内業者又は市内に営業所等を有する準市内業者

　　　を活用すること。

　⑶　協定書の解釈に疑義が生じた場合又は協定書に定めのない事項が生じた場合は、市

　　と指定管理者との協議により定めるものとします。

15

　問合せ先

　　会津若松市教育委員会文化スポーツ課文化振興グループ

　住　所　　〒965-8601　福島県会津若松市東栄町３番46号

　電　話　　 0242－39－1305　（直通）

　F A X　　　0242－39－1462

　電子メールアドレス　　bunka@tw.city.aizuwakamatsu.fukushima.jp



別紙１

指定管理委託料積算参考資料

○管理運営経費について

（単位：千円）

項　目 令和４年度 令和５年度 令和６年度

風雅堂 文化センター 能楽堂 風雅堂 文化センター 能楽堂 風雅堂 文化センター 能楽堂

文化施設管理運営費 64,157 27,298 668 67,479 28,586 684 69,751 29,156 609

光熱水費 25,935 9,519 136 26,798 9,930 136 27,902 9,572 138

　電気料 15,522 7,193 130 17,878 7,101 130 17,284 6,893 132

　水道料 1,573 1,333 6 1,734 1,642 6 1,632 1,605 6

　ガス代 8,840 993 0 7,186 1,187 0 8,986 1,075 0

燃料費 15 3,237 0 59 3,208 0 52 3,406 0

修繕費 2,916 773 93 3,299 1,455 78 2,965 1,216 35

消耗品費 923 461 9 1,353 596 28 1,255 597 15

印刷製本費 0 22 0 0 25 0 0 0 0

役務費 283 377 98 308 364 98 283 359 99

　電話料 0 242 31 0 233 31 0 226 31

　郵券代 11 14 0 14 9 0 14 11 0

　通信料 60 0 0 60 0 0 49 0 0

　支払手数料 82 37 1 105 39 1 91 39 2

　その他（保険料等） 129 84 66 129 84 66 129 84 66

委託費 33,900 12,769 302 34,589 12,869 316 34,893 13,590 294

　防災設備保守管理 4,110 325 6 4,125 325 6 4,026 325 6

　空調機械設備（自動制御設備）保守管理 3,850 1,568 0 4,180 1,705 0 4,180 1,705 0

　中央監視設備保守管理 219 0 0 219 0 0 219 0 0

　自動ドア保守管理 66 128 0 88 128 0 88 128 0

　舞台機構保守管理 2,151 677 0 2,151 677 0 2,151 713 0

　舞台音響保守管理 3,278 308 0 3,256 308 0 3,256 330 0

　舞台照明保守管理 2,882 891 0 2,882 957 0 2,882 957 0

　電気湯沸器保守 44 0 0 47 0 0 51 0 0

　ピアノ保守管理 392 157 0 411 157 0 437 157 0

　空調機設備点検 770 0 0 770 0 0 770 0 0

　ポンプ設備点検 92 0 0 99 0 0 99 0 0

　給水受水槽ポンプ点検 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　ﾌｧﾝｺｲﾙ・ﾛｽﾅｲ点検 198 0 0 198 0 0 198 0 0

　自家用電気工作物点検 770 221 0 857 246 0 660 246 0

　機械警備 1,130 462 46 1,130 476 46 1,241 523 47

　通常警備 4,011 1,213 0 4,092 1,246 0 3,701 1,262 0

　設備管理 5,528 0 0 5,500 0 0 5,742 0 0

　日常及び定期清掃 1,927 2,239 71 1,927 2,291 86 2,046 2,291 86

　環境衛生管理 0 935 0 0 935 0 6 935 0

　ボイラー設備等運転 0 2,013 0 0 2,079 0 0 2,574 0

　エレべーター維持管理 0 350 0 0 350 0 0 350 0

　発電機設備保守 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　外構植栽等管理（除草、消毒、雪囲い等） 1,604 606 179 1,870 698 178 1,870 696 155

　客席消毒 757 0 0 782 0 0 7 0 0

122 678 0 6 292 0 1,265 399 0

賃借料 136 106 0 137 106 0 139 106 0

備品購入費 0 0 0 883 0 0 2,210 270 0

負担金支出 33 28 28 30 28 28 30 28 28

公課費 16 6 0 15 6 0 23 6 0

雑費 0 0 0 7 0 0 0 7 0

法人管理運営費 102,225 15,156 267 97,854 15,823 267 99,475 15,087 267

報酬 3,640 0 0 3,640 0 0 3,640 0 0

人件費（給料＋福利厚生＋退職金） 87,040 13,893 245 82,055 14,504 245 83,928 13,823 245

旅費 102 0 0 112 0 0 82 0 0

燃料費 39 0 0 50 0 0 63 0 0

修繕費 151 0 0 48 0 0 199 0 0

消耗品費 376 0 0 525 0 0 510 0 0

印刷製本費 64 0 0 71 0 0 73 0 0

役務費 622 0 0 624 0 0 695 0 0

379 0 0 377 0 0 377 0 0

　郵券代 25 0 0 31 0 0 39 0 0

　支払手数料 83 0 0 85 0 0 96 0 0

　その他（保険料等） 135 0 0 130 0 0 184 0 0

委託費 286 0 0 363 0 0 306 0 0

　会計システム運用支援サービス 242 0 0 319 0 0 253 0 0

　給与計算 44 0 0 44 0 0 53 0 0

　車検他 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0

賃借料 495 0 0 541 0 0 598 0 0

負担金支出 105 0 0 105 0 0 100 0 0

公課費 8,734 1,263 22 9,078 1,319 22 8,756 1,264 22

広告宣伝費 50 0 0 50 0 0 44 0 0

諸謝金 440 0 0 440 0 0 440 0 0

雑費 82 0 0 151 0 0 41 0 0

退職給与引当金 417 19 0 1,698 340 0 617 61 0

管理費計 166,798 42,472 935 167,030 44,749 951 169,843 44,304 876

事業補助金 13,679 9,648 11,729

合　計 223,883 222,378 226,753

○収入実績について

　過去３ヵ年の利用料金収入実績は、次のとおりです。

（単位：千円）

令和４年度 令和５年度 令和６年度

風雅堂 文化センター 能楽堂 風雅堂 文化センター 能楽堂 風雅堂 文化センター 能楽堂

　４月 1,063 379 19 512 368 18 1,206 204 8

　５月 1,102 566 48 801 376 49 552 614 61

　６月 1,164 252 23 876 563 21 1,004 518 30

　７月 353 812 22 670 920 23 1,055 684 15

　８月 571 427 18 827 374 4 1,440 733 8

　９月 1,470 578 48 1,721 551 40 1,042 718 26

１０月 1,183 408 30 1,827 326 31 2,120 412 21

１１月 2,066 452 9 2,211 589 33 1,883 517 35

１２月 612 445 4 589 499 5 688 404 12

　１月 448 166 6 212 143 7 440 140 9

　２月 595 281 8 647 484 7 399 442 15

　３月 944 404 7 1,245 480 2 1,630 428 15

合　計 11,571 5,170 242 12,138 5,673 240 13,459 5,814 255

収入欠損分補充不足額 0 0 0

総　計 16,983 18,051 19,528

　過去３ヵ年の管理運営等に関する経費（消費税を含む
。）は、次のとおりです。
　なお、端数調整により、合計値が合わない場合があり
ます。

　その他(除雪等)

　電話料・ISP
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別紙２

提出書類一覧

書類名 説　明

指定管理者指定申請書

事業計画書 様式１

収支計画書 様式２

法人等概要書 様式３

宣誓書 様式４

指定管理者からの暴力団等の排除に関する誓約書 様式５

様式任意。最新のもの

登記事項証明書（全部事項証明書）

印鑑証明書

法人等の役員名簿 様式任意。申請日現在のもの

会津若松市税の納税証明書（直近２ヵ年分）

申立書

グループにより申請をする場合のみ提出

公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例施行
規則第1号様式

定款若しくは寄附行為又はこれらに準ずる書
類

申請日の前日から起算して３ヶ月以内に発行されたも
の（現在事項証明書）

申請日の前日から起算して３ヶ月以内に発行されたも
の

申請の日の属する事業年度の前事業年度にお
ける貸借対照表及び損益計算書

昨年度の財務状況を明らかにできる書類。ただし、今
年度に設立された法人等にあっては、その設立時にお
ける財産目録等

申請の日の属する事業年度の前事業年度にお
ける事業報告書

昨年度の事業内容を明らかにできる書類。ただし、今
年度に設立された法人等にあっては、今年度の事業内
容を明らかにできる書類

法人税又は所得税並びに消費税及び地方消費
税に未納がないことを証明する書類

税務署長が発行する納税証明書。申請日の前日から起
算して３ヶ月以内に発行されたもの

会津若松市長が発行する納税証明書。申請日の前日か
ら起算して３ヶ月以内に発行されたもの

様式６
提出書類のうち該当しないものがある場合のみ提出

グループの構成員及び代表法人を明らかにし
た書類、並びにグループの協定書
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